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議案第３号 

 

 

   令和４年度武蔵村山市一般会計予算 

 

 令和４年度武蔵村山市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 30,280,479 千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳

出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定

による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。 

 （債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をするこ

とができる事項、期間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地

方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４

表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入

れの最高額は、1,500,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

   各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足

を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

  令和４年２月２８日提出 

 

 

              東京都武蔵村山市長  山 﨑 泰 大 



第1表　歳入歳出予算

歳　入

千円

款 項 金　　　　額
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1 市税 10,177,232

1 市民税 4,058,923

2 固定資産税 4,559,753

3 軽自動車税 174,958

4 市たばこ税 514,987

5 都市計画税 868,610

6 入湯税 1

2 地方譲与税 133,702

1 地方揮発油譲与税 30,981

2 自動車重量譲与税 95,321

3 森林環境譲与税 7,400

3 利子割交付金 8,500

1 利子割交付金 8,500

4 配当割交付金 58,500

1 配当割交付金 58,500

5 株式等譲渡所得割交付金 55,700

1 株式等譲渡所得割交付金 55,700

6 法人事業税交付金 130,200

1 法人事業税交付金 130,200

7 地方消費税交付金 1,446,200

1 地方消費税交付金 1,446,200

8 環境性能割交付金 28,805

1 環境性能割交付金 28,805

9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 461,240

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 461,240

10 地方特例交付金 92,154

1 地方特例交付金 89,992

2 新型コロナウイルス感染症対策地方税
減収補填特別交付金

2,162

11 地方交付税 2,135,434

1 地方交付税 2,135,434

12 交通安全対策特別交付金 11,622

1 交通安全対策特別交付金 11,622



歳　入

千円

款 項 金　　　　額
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13 分担金及び負担金 122,070

1 負担金 122,070

14 使用料及び手数料 437,630

1 使用料 106,464

2 手数料 331,166

15 国庫支出金 6,538,812

1 国庫負担金 5,675,923

2 国庫補助金 843,881

3 委託金 19,008

16 都支出金 4,989,371

1 都負担金 2,017,889

2 都補助金 2,646,872

3 委託金 324,610

17 財産収入 19,670

1 財産運用収入 19,668

2 財産売払収入 2

18 寄附金 18,622

1 寄附金 18,622

19 繰入金 1,227,611

1 特別会計繰入金 3

2 基金繰入金 1,227,608

20 繰越金 500,000

1 繰越金 500,000

21 諸収入 192,785

1 延滞金、加算金及び過料 17,001

2 市預金利子 1

3 貸付金元利収入 5,064

4 受託事業収入 1,419

5 雑入 169,300

22 市債 1,494,619

1 市債 1,494,619

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 30,280,479



歳　　出

千円

款 項 金　　　　額
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1 議会費 267,318

1 議会費 267,318

2 総務費 2,894,063

1 総務管理費 2,211,196

2 徴税費 335,196

3 戸籍住民基本台帳費 218,928

4 選挙費 65,288

5 統計調査費 42,578

6 監査委員費 20,877

3 民生費 15,806,739

1 社会福祉費 6,622,873

2 児童福祉費 6,057,657

3 生活保護費 3,126,207

4 災害救助費 2

4 衛生費 2,792,336

1 保健衛生費 1,228,248

2 清掃費 1,564,088

5 農林業費 53,082

1 農業費 45,682

2 林業費 7,400

6 商工費 166,768

1 商工費 166,768

7 土木費 2,300,708

1 土木管理費 178,657

2 道路橋りょう費 315,265

3 河川費 9,965

4 都市計画費 1,781,480

5 住宅費 15,341

8 消防費 1,348,366

1 消防費 1,348,366

9 教育費 3,340,090

1 教育総務費 764,042

2 小学校費 674,714



歳　　出

千円

款 項 金　　　　額
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3 中学校費 362,688

4 幼稚園費 364,225

5 社会教育費 525,125

6 保健体育費 649,296

10 公債費 1,291,009

1 公債費 1,291,009

11 予備費 20,000

1 予備費 20,000

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 30,280,479



款 項 事　　業　　名 総　　額 年　　度 年　割　額

令和5年度 609,393

令和6年度 3,669,233

第２表　　継　　続　　費

4,588,927

310,301

 （仮称）防災食育センター
施設整備事業

令和4年度

８　消防費 １　消防費

千円 千円

－ 10 －



事　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

千円

ふるさと納税支援業務委託
令和5年度から
令和9年度まで

ふるさと納税返礼品調達及び
配送業務等に係る費用のうち
本市が負担すべき額

情報ネットワーク強靭化対応関連電子計算機器等
借上

令和5年度から
令和9年度まで

64,408

住民情報関連電子計算機器等借上
令和5年度から
令和9年度まで

25,510

財務会計システムサーバ機器等借上
令和5年度から
令和9年度まで

85,646

財務会計システム関連電子計算機器等借上
令和5年度から
令和9年度まで

95,533

財務会計システム使用料
令和5年度から
令和9年度まで

43,317

市議会議員選挙選挙公報印刷 令和5年度 541

市議会議員選挙選挙運動用ビラ証紙印刷 令和5年度 179

市議会議員選挙横断幕作製等委託 令和5年度 110

市議会議員選挙投票所入場整理券作成等委託 令和5年度 2,078

市議会議員選挙投開票所設営等委託 令和5年度 1,325

市議会議員選挙ポスター掲示場設置等委託 令和5年度 3,355

市議会議員選挙期日前投票事務委託 令和5年度 3,844

生活困窮者就労支援業務委託
令和5年度から
令和8年度まで

27,984

第六次障害者計画・第七期障害福祉計画・
第三期障害児福祉計画策定支援業務委託

令和5年度 3,025

学園二丁目地区地区計画変更支援業務委託 令和5年度 2,563

空家等対策計画策定支援業務委託 令和5年度 9,636

地域防災無線免許更新委託 令和5年度 37

第３表　債務負担行為

－　11  －



限度額

千円

融機構資金につい 置期間及び償還期限を
短縮し、若しくは繰上

を行った後におい 償還又は低利債に借り
証 券 発 行 て、利率の見直し

証 書 借 入 見直し方式で借り を含み２５年以内に償
入れる政府資金及 還する。ただし、財政

又は び地方公共団体金 その他の都合により据

１．５％以内とす
る。ただし、利率 借入の日から据置期間

第九小学校トイレ改修事業 1,500

第 五 中 学 校 校 舎 窓 枠 等
建 具 改 修 事 業

34,500

第 三 小 学 校 校 舎
屋 上 防 水 改 修 事 業

16,200

第 三 小 学 校 屋 内 運 動 場
屋 根 及 び 外 装 改 修 事 業

62,800

大 南 学 園 第 七 小 学 校
校 舎 外 装 改 修 事 業

15,700

ては、当該見直し 換えることができる。
後の利率とする。

計 1,494,619

臨 時 財 政 対 策 債

292,100

953,719

（仮称）防災食育センター
施 設 整 備 事 業

防 火 水 槽 整 備 事 業 24,300

避難所誘導標識建替事業 9,600

第 二 小 学 校 消 火
設 備 改 修 事 業

1,400

第４表　地方債

起債の目的 起債の方法 利　　率 償還の方法

大南地区学習等供用施設
照 明 器 具 Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業

主要市道第4号線整備事業

都 市 公 園 施 設 改 修 事 業 13,500

17,500

51,800

－　12  －
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１　特別職

△ 274

78,508

20

956

長　等

計

その他の
特別職

△ 142

計

その他の
特別職

Ⅱ　給与費明細書

　　区　　分　　

本年度

△ 142

74,956 74,956

979

0

0

比　較

前年度

議　員

長　等

計

その他の
特別職

議　員

長　等

議　員

74,956

155,285

269,846

（人）

814

837

14,944

49,109

20

54,549

318,955

39,879 14,849 54,7283

34,165

12,471

12,197

△ 274

189,450

3 27,408 39,605

105,996

(4.65)
35,643 190,933

78,508

106,001 155,290

(4.55)

49,289

27,408 273,677 50,492 324,16961,760

95 △ 179
(△ 0.10)

(0.00)

(    )

0

78,508

△ 1,483

△ 3,552 △ 3,552

△ 5 △ 5 △ 1,478

△ 274

（千円）

△ 3,557 0 △ 3,831 △ 1,383 △ 5,214

△ 3,552

備 考合 計

給 与 費

（千円） 共 済 費報 酬 給 料 計

（千円） （千円） （月分） （千円） （千円）

期末手当

職員数

61,486

0

184,509

27,408

180,952 27,408

(    )

年間支給率

(4.45)

(4.65)

49,289

(    )

－ 472 －



２　一般職

（１）総括

（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

〔 〕は、会計年度任用職員数を内書きしたもの。

区　分

比　較

前年度

本年度

職員数

（人）

959

〔596〕

981

〔627〕

△ 22

〔△31〕

報 酬 給 料 職員手当等

599,466

19,603 △ 10,939 △ 31,910

合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

給 与 費

619,069 1,380,028 1,036,479 3,035,576 780,369

計 共 済 費

3,815,945

1,390,967 1,068,389 3,058,822 806,802 3,865,624

△ 49,679

区 分

比　較

前年度

扶養手当 管理職手当 住居手当

24,348

(千円)

△ 527

地域手当

147,166

147,693
等の内訳
職員手当

本年度 47,657 7,560

128,438

648 1,529 △ 180 △ 1,233

時間外勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当 児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 354 24,344 643,755 13,560

等の内訳
前年度 1,005 24,671 675,283 13,380

比　較 △ 651 △ 327 △ 31,528 180

(  8) 

(△ 1) 

備 考

△ 23,246 △ 26,433

夜間勤務手当

(千円)

530

351

179

(  9) 

127,205

23,700 46,128 7,740

－ 473 －



ア　会計年度任用職員以外の職員

（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

比　較 △ 651 △ 912 △ 26,256 180

等の内訳
前年度 1,005 22,927 596,767 13,380

(千円) (千円)

職員手当

本年度 354 22,015 570,511 13,560

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当 児童手当

(千円) (千円)

比　較 △ 705 648 1,529 △ 180

119,696

122,110

△ 2,414

等の内訳
前年度 141,136 23,700 46,128 7,740

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 140,431 24,348 47,657 7,560

(△ 1) 

区 分
地域手当 扶養手当 管理職手当 住居手当 時間外勤務手当

(千円)

（  9）

比　較
9

△ 9,336 △ 28,761 △ 38,097 △ 24,472 △ 62,569

（  8）

前年度
354

1,323,390 974,893 2,298,283 719,094 3,017,377

(千円)

本年度
363

1,314,054 946,132 2,260,186 694,622 2,954,808

計 共 済 費 合 計 備 考

（人） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分

給 与 費

職員数 報 酬 給 料 職員手当等
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イ　会計年度任用職員

2,329 73,244 530

時間外勤務手当

(千円) (千円)

通勤手当 期末手当 夜間勤務手当

(千円)

351

585 △ 5,272 179

1,744 78,516

比　較 178

7,509

等の内訳
前年度

1,181

6,557 6,328

職員手当

(千円) (千円)

区 分
地域手当

△ 31

本年度 6,735

比　較 19,603 △ 1,603 △ 3,149 14,851 △ 1,961 12,890

前年度 627 599,466 67,577 93,496 760,539 87,708

861,137

(千円) (千円)

848,247

本年度 619,069 65,974 90,347 775,390 85,747596

区　分 共 済 費 合 計 備 考

（人） (千円) (千円) (千円) (千円)

給 与 費

職員数 報 酬 給 料 職員手当等 計

－ 475 －



（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減額

（千円）

職員数の異動の状況

現に在

職する

職員数

本年度 354人 9人 363人

前年度 356人 △2人 354人

比　較 △2人 11人 9人

減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

高校卒 132,900

総合職

一般職

△ 14,742

△ 11,896

平均昇給率

△ 11,896

会計年度任用職員期末手当

△ 5,272

その他　　　　　

△ 20,014 支給率の変更等による減分

職員手当等 制度改正に伴う増減分

その他の増減分　

その他

定数増減等による減分

△ 22,968

1,941

△ 574

△ 5,012

一般行政職

307,131

372,334

291,104

297,629

1.93%

昇給のための留保額の増分

技能労務職

42.83

290,707

行政職（二）（円）

364,909

54.83

350,437

55.00

国の制度

150,600

令和4年1月1日現在

平均給料月額（円）

技能労務職(円)

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

その他の増減分

△ 26,613

大学卒

区　分

183,700

145,600

一般行政職(円)

△ 31,910

区　　　　　　　　　　分

令和3年1月1日現在

給　　料 △ 10,939 給与改定に伴う増減分

15,674

備　　　　　　　考

昇給に伴う増加分

説　　　　　明
増減事由別内訳

182,200

 行政職（一）（円）

期末・勤勉手当改正に伴う

334,630

43.00

区　　分
（千円）

147,900

区 分 その他 計

186,700

異動に伴う減分
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) )

) )

) ) ) )

) )

) )

) ) ) )
（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

　エ　昇給

5223

5

14

234

292

( 100.0

78.6

75.0

( 100.0

21.4

( 1
25.0

( 100.0
100.0

( 1
14

4

36

12

11

( 1
3

23.7

１級

291

( 7

11

( 100.0
100.0

( 100.0
28.8

24.4

12.4

3.8

69

71

12.7

6.9

275

288

363

15286354

35.7

6

　ウ　級別職員数

令和4年
1月1日現在

区 分
一般行政職

６級

( 100.0

6.0

25.3

５級

84

区 分 ７級 ６級 ５級

４級 72

( 7

24.6

４級

計 計
( 100.0

100.0

一般行政職 部長 課長 係長 主任

代 表 的 な 職 種
一般行政職 技能労務職

本

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
　　　　　（Ｂ）（人）

号給数別内訳

1号給（人）

79.3

150

15

3号給（人）

4号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

区 分 合 計

73
189

8

２級

2号給（人）

前

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
　　　　　（Ｂ）（人）

号給数別内訳

2号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

4号給（人）

構成比(％)

７級 ２級

令和3年
1月1日現在

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

3号給（人）

1号給（人）

６級

３級

14
60

16
69

技能労務職
級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人)

1

２級

77.7

188
1

３級

２級

3

７級

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

４級

５級

計

１級

計

36

11

20

3.9

27.5

( 7
284

70

17

( 7
78

16
( 1

100.0
( 100.0

３級 ２級

主事、技師

高度の知識又
は経験を必要
とする業務を
行う主事、技
師

2

5

80.1
15
61

1

33.378.0

5147
1

－ 477 －



　オ　期末手当・勤勉手当

６月(月分) 12月(月分)

2.225 2.225 4.45

(1.175) (1.175) (2.35)

2.275 2.275 4.55

(1.200) (1.200) (2.40)

2.150 2.150 4.30

(1.125) (1.125) (2.25)

　（ ）は、再任用職員に係る支給割合

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最 高 限 度

者（月分） 者（月分） 者（月分）  （月分）

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

一般行政職 技能労務職

0.02 0.00

　ケ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 異なる

 配偶者＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円
 22歳以下の子＝市 9,000円、国 10,000円
 その他＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円
 16歳～22歳の子加算＝市 4,000円、国 5,000円
（市は部長職以外）

住居手当 異なる
 市 15,000円(家賃月額15,000円以上の賃貸住宅、当該年度末35歳未満)
 国 28,000円限度(家賃月額16,000円を超える賃貸住宅)

通勤手当 異なる
 交通機関利用＝市 55,000円限度、国 55,000円限度
 交通用具使用＝市 3,800円～26,500円、国 2,000円～31,600円

有

有

備　考

有

備　考区　分

区　分

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

支給対象職員数（人）

支給期別支給率

363     

47.709

43.00

47.709

 支給対象職員の比率　（％）

支 給 率 （ ％ ）

全　　職　　種

0.03

全　　地　　域

4.81

支給率計
（月分）

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （ ％ ） 10     

区　　　　　　分

 給料総額に対する比率　（％）

30.50

33.27075

43.00

国の制度
(支給率等)

支給率等 23.00

24.586875

 代表的な特殊勤務手当の名称 　滞納整理手当、福祉事務現業手当

6.20

定年前早期退職特例措
置(2％～20％加算)

定年前早期退職特例措
置(2％～45％加算)

代表的な職種

0.00

3     

（令和4年1月1日現在）

国の指定基準に基づく

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

その他の加算措置等

改正見込み
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Ⅲ 

国都支出金 地 方 債

令和5年度 609,393 457,044 152,300

令和6年度 3,669,233 2,802,660 866,500

計 4,588,927 3,277,809 1,310,900

 

 

 ８ 消防費

 

 

 １ 消防費

 

 （仮称）防災食育センター
施設整備事業

令和4年度 18,105

年 度 年 割 額

左 の 財

特 定 財
款 項 事　　業　　名

全 体 計

継続費についての前前年度末までの支出
の見込み及び当該年度以降の支出予定

310,301 292,100
千円 千円 千円

－480－



　　　 　　画

源 

そ の 他

49

73

218

13.3

310,301 310,301 4,278,626 100.0

3,669,233 79.9

609,393

当 該 年 度
支出予定額

当該年度末
ま で の
支出予定額

翌年度以降
支出予定額

継 続 費 の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

源 内 訳 前前年度末
ま で の
支 出 額一般財源

前 年 度 末
までの支出
（見込）額

額、前年度末までの支出額又は支出額
額並びに事業の進行状況等に関する調書

96 310,301 310,301 6.8
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

－481－























区                分 当 該 年 度 中 当該年度中元金

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額
千円 千円 千円 千円 千円

2,860,190 2,595,908 540,900 345,993 2,790,815

　 1 総 務 123,442 107,453 17,500 17,202 107,751

2 民 生 34,374 24,433 7,650 16,783

3 衛 生 64,621 52,165 12,559 39,606

4 商 工 150,763 129,225 21,538 107,687

5 土 木 1,143,630 997,771 65,300 136,752 926,319

6 消 防 49,426 59,204 326,000 10,003 375,201

7 教 育 1,293,934 1,225,657 132,100 140,289 1,217,468

2 11,922,109 12,339,512 953,719 904,391 12,388,840

1
住 民 税 等 減
税 補 填 債

130,740 90,613 32,151 58,462

2
臨 時 財 政
対 策 債

11,734,769 12,192,299 953,719 872,240 12,273,778

3 減 収 補 填 債 56,600 56,600 56,600

合　　　　　　計 14,782,299 14,935,420 1,494,619 1,250,384 15,179,655

Ⅴ 地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当 該 年 度 末
現在高見込額

1 普 通 債

そ の 他

当該年度中増減見込み
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額
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